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鳴門教育大学

【NO６８ 鳴門教育大学 ○】

鳴門教育大学 教員養成分野

学部等の教育研究 学校教育学部（１００名）

組 織 の 名 称 学校教育研究科（Ｍ：２５０名、Ｐ：５０名）

※兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科へ構成大学として参加

沿 革 昭和５６年（１９８１年） 鳴門教育大学を設置、学校教育学部を設置

昭和５９年（１９８４年） 学校教育研究科（修士課程）を設置

昭和６１年（１９８６年） 附属学校を設置

平成 ８ 年（１９９６年） 兵庫教育大学連合学校教育学研究科へ構成大

学として参加

平成２０年（２００８年） 学校教育研究科（専門職学位課程）高度学校

教育実践専攻を設置

設 置 目 的 等 主として現職教員の研究・研鑽の機会を確保するための大学院と初等教

育教員及び中学校教員の養成を行うための学部を有し、学校教育に関する

実践的な教育研究を推進することを目的とした新しい教育大学として、昭

和５６年に設置された。平成８年には兵庫教育大学大学院連合学校教育学

研究科（博士課程）へ構成大学として参加した。

また、専門性の高い教員を養成するために教職大学院を平成２０年に設

置した。

強 み や 特 色 、 ○ 鳴門教育大学の教員養成分野は、大学院（現職教員再教育）重点化を

社 会 的 な 役 割 目指す大学であり、大学院における現職教員の再教育を行う中核的な機

関として位置付け、学校現場の諸課題に対応できる実践的指導力を備え

た教員の養成を主たる目的とする。また、学校教育の今日的課題に応え

た実践的な教育研究や我が国の教員養成の先導的な実践研究を行うこと

を基本的な目標とし、教育委員会等との連携により、教員養成と研修の

機能強化を図るものとする。このため、大学運営においては特に以下の

二点について取り組む。

ⅰ 実践的指導力の育成・強化を図るため、現在、約２８％の学校現場

で指導経験をもつ大学教員を第３期中期目標期間末には、約４０％を

確保するとともに、大学教員の附属学校等における指導経験等の充実

を図る。

ⅱ 大学に教育委員会の幹部職員や公立の連携協力校の長等が構成員と

なる常設の諮問会議を設置し、学部や大学院のカリキュラムの検証、
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養成する人材像、現職教員の再教育の在り方などについて定期的に実

質的な意見交換を行い、教育への社会の要請を受けとめ、その質の向

上を図る。

○ 学士課程では、教育に関する理論と実践の統合を図った教育実践学を

中核とする教員養成コア・カリキュラムの検証を進め、更に充実させる

とともに、附属学校や公立の連携協力校等を一層活用するなどして、教

科及び教職に関する各授業科目を有機的に結びつけた体系的な教育課程

の編成により、実践的指導力を備えた質の高い学校教員を養成する。

なお、卒業者に占める教員就職率について、現状は９１％であるが、

将来の教員採用需要見通しを踏まえ、第２期中期目標期間における改革

を行いつつ、第３期中期目標期間中は８０％を確保する。

○ 教職大学院では、現職教員の再教育を主たる目的とする大学として、

全国規模での大学院生の受入れや、徳島県をはじめとする各県・市教育

委員会や学校現場と連携・協働し、学校現場の課題や大学院生のキャリ

アに応じた柔軟なカリキュラム編成を一層進める。

このことにより、現職教員を対象として、地域や学校における指導的

役割を果たし得る教員等として不可欠な確かな指導的理論と優れた実践

力・応用力を備えたスクールリーダーを養成するとともに、学部卒業者

を対象として、より実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校づくり

の有力な一員となり得る新人教員の養成を行う。このため実務家教員と

研究者教員のティーム・ティーチングによる授業を拡充したり、学校で

の実習を基礎とする授業科目を拡充したりするなどして、実践的課題解

決に密接に関連する教育体制により、高度専門職業人としての教員を養

成する。

また、新構想の大学として、四国の他の国立大学と連携し教職大学院

の教育研究について先導的な役割を果たす。

なお、修了者（現職教員を除く）の教員就職率は、現状は８０％であ

るが、第２期中期目標期間における改革を行いつつ、第３期中期目標期

間中は９５％を確保する。

○ 修士課程では、我が国の学校教育において必要とする教科指導力の在

り方を踏まえ、従来の教科教育に関する領域を再構築するとともに、専

修免許状の実質化を図った修士課程における教員養成カリキュラムを開

発し、実践的課題解決に資する研究指導体制を構築することにより、高

度専門職業人としての教員を養成する。

また、教職に強い志をもつ他大学出身者や社会人を対象として、長期

履修学生制度を活用した「学校教員養成プログラム」で受け入れ、修士

課程３年間の学修で教員免許状と修士の学位を取得させることにより、
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教育実践力を有し、特色のある学校教員を養成する。

なお、修了者（現職教員及び臨床心理士養成コースを除く）の教員就

職率は、現状は６６％であるが、第２期中期目標期間における改革を行

いつつ、第３期中期目標期間中は７０％を確保する。

○ 附属学校や教育委員会等と協働して、全国の教員養成大学のモデルと

なる教員養成カリキュラムや教育実習の参加要件・評価基準の開発、予

防教育科学の推進など、我が国の教員養成の先導的な実践研究や学校教

育における今日的課題に応えた実践的課題解決に資する研究活動を行う。

また、免許状更新講習のプログラム開発や実施、教育委員会等が行う

現職教員研修のプログラム開発と参画、校外研修への組織的な参画によ

り、我が国の教員の資質能力向上に寄与するなど、教員の研究活動等を

通じて積極的な社会貢献活動を行う。


